
令和２年度７月補正予算

京都市事業継続に向けた
中小企業等担い手確保・育成支援補助金

補 助 対 象 者

次の①～④のいずれ
にも該当する事業主

①市内に主たる事業所を有する中小企業，医療法人，社会福祉法人等

事業実施期間
令和２年６月１日～令和２年１２月３１日に完了する事業

受 付 期 間 令和２年８月１１日 （火） ～ 令和２年８月２５日 （火）
※ 令和２年８月２５日（火）当日消印有効

申 請 方 法

郵送受付のみ

＜郵送先＞ 〒６０４-８１０６京都市中京区丸木材木町６７０－１

吉岡御池ビル３階

京都市「中小企業等担い手確保・育成支援補助金」事務局宛て

申 請 書 等
ホームページからダウンロードしてください。
市役所，区役所・支所等にも置いています。

お問い合わせ先
（開設時期：令和２年７月２８日～）

京都市「中小企業等担い手確保・育成支援補助金」事務局

０５７０－２００－４０２
9:00～17:00（土日祝日及び年末年始を除く）

説明動画を御覧
いただけます！

産 業 観 光 局 産 業 企 画 室

申請書等

※その他にも要件があります。詳細はホームページで御確認ください。

▸ 新型コロナウィルス感染症の影響により離職を余儀なくされた方や収入が減少した方等を，正

規雇用労働者又は非正規雇用労働者として雇い入れる市内中小企業や社会福祉法人等に対し

て，賃金や研修，求人広告などに要する経費を補助します。

ウィズコロナへの対応・アフターコロナでの飛躍を目指す事業主の皆様へ

詳細は裏面へ👉

※ コロナウイルス感染防止のため，御理解・御協力をお願いいたします。

補 助 限 度 額
正規雇用労働者を雇用した場合

非正規雇用労働者を雇用した場合

※ １週間の所定労働時間が２０時間以上の労働者であって，新たに３箇月以上の雇用がある方に限ります。
※ 対象労働者が３箇月以内に自己都合で退職された場合でも，その労働者についての補助金は支給しません。
※ 対象労働者については，雇用日から３箇月経過時に，京都市民である必要があります。

※ 対象労働者に支払われた賃金やその他の経費が上記金額を下回る場合は，その額となります。

１人当たり ３０万円

②新型コロナウィルス感染症の影響により，売上が減少している事業主

労働者の雇用開始日は，令和２年６月１日～令和２年１０月１日に限る

③雇用保険適用事業所

④京都市税の滞納がない事業主

１人当たり １０万円

https://sc.city.kyoto.lg.jp/multiform/multiform.php?form_id=4092
https://www.city.kyoto.lg.jp/sankan/page/0000268641.html
https://sc.city.kyoto.lg.jp/multiform/multiform.php?form_id=4092
https://www.city.kyoto.lg.jp/sankan/page/0000268641.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/sankan/page/0000268641.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/sankan/page/0000268641.html


新たに３箇月以上労働者を雇用する場合に，補助金の対象となります。ただし，収入減少者であって
主たる勤務事業所等から副業・兼業を許可されている労働者は，３箇月以上の雇用を要しません。
補助金の交付対象となる経費は，次のとおりです。

⑴ 新たに雇用する労働者に対する賃金

具体例 次に掲げる方を雇用したときの賃金
・新型コロナウィルス感染症の影響による離職者
・新型コロナウィルス感染症の影響による収入減少者
・新型コロナウィルス感染症の影響による内定取消者等
・就職が困難な方（就職氷河期世代や高齢者，障害者，生活保護受給者など）

⑵ 新たに雇用した労働者等に対する研修等の実施に必要な経費
具体例 講師謝金及び旅費（講師分に限る），教材購入費，会場費等

作成等費用，ガイドライン遵守のための研修費用，作成に係る専門家謝礼等
⑶ 求人募集等の実施に必要な経費
具体例 民間求人サイトへの掲載料，求人広告費用，チラシ作成料等

１事業者につき，正規雇用労働者及び非正規雇用労働者併せて１０人が上限となります。

Ｑ＆Ａ京都市事業継続に向けた中小企業等担い手確保・育成支援事業補助金

Ｑ１ この補助金はどのような経費に使えますか？

令和２年６月1日から同年１０月１日までの間に，新たに雇用を開始した労働者が対象となります。

補助金の予定額は，９月上旬に郵送でお知らせします。その後，事業完了後に提出いただく，雇用契
約書や賃金台帳，雇用保険被保険者資格取得等確認通知書，領収書の写し等を添付した実績報告書を確
認後，補助金額を確定し，速やかにお支払いしますが，３箇月以上の雇用と賃金の支払い等を確認する
ため，９月から１１月まで雇用し，１２月に実績報告された場合は，概ね１月頃になる見込みです。

補助対象者とならない方は，次のとおりです。

・みなし大企業

・営業に関して必要な許認可等を取得していない者

・申請日の前日から起算して過去１年において，労働関係法令違反により送検処分を受けている事業主

・令和２年６月１日以降に，従業員を事業主の都合で解雇している事業主

・対象労働者の新たな雇用を要件として，他の助成金を受給している事業主（ただし，雇用調整助成金，
京都市雇用情勢の悪化を契機とする社会福祉施設の担い手確保対策に関する補助金等を除く）

・暴力団員等又は暴力団密接関係者を役員及び使用人としている事業主

・性風俗営業等を営む事業主

・対象労働者の雇用日の前日から過去１年間に，当該労働者を雇用していた事業主と，資本的，経済的，
組織的な関連性からみて密接な関係にある事業主

・対象労働者が雇入れ事業所の事業主又は取締役の３親等以内の親族である事業主

・本市が補助金を交付するにあたり，社会的な信頼性及び公平性を損なうおそれがある者

Ｑ２ 補助対象者とならない場合はありますか？

Ｑ４ 既に雇用した労働者についても対象となりますか？

Ｑ６ 補助金はいつ受け取れますか？

Ｑ５ １事業者当たりの上限人数はありますか？

この補助金は先着順となります。補助申請の総額が予算の上限に達した場合等は，申込書受付期間内
であっても，申請受付を締め切る場合があります。

Ｑ３ 補助金は先着順ですか？


